
未定稿 参考資料３－２  
 諸外国の財団法人制度  

    仏（公益性承認財団） 仏（企業財団） 独（バイエルン）

○法人格取得 ＜認可主義＞ 

•  内務省に申請。 

• 
• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

 内務省による審査、関係行政機関への協議。 

 コンセイユ・デタ（行政裁判に対する最上級裁判所で

かつ行政機関に対する法制面での諮問機関）での審査。

 公益性承認・デクレ（大統領・行政府により発せられ

る政令）による公示。 

 デクレの効力発生日に法人格取得。 

 

 

＜認可主義＞ 

•  民法上・商法上の会社、工業的・商業的性格を有する

公施設、協同組合、共済組合は、一般利益の事業を実現

するため、非営利目的の企業財団を設立することができ

る。 

 申請から４ヶ月間行政当局が何らの意思表示をしない

場合、設立許可が与えられたと見なされる。 

 行政当局（県知事）の許可が官報で公示された時点で

法人格を取得する。 

 

主義＞ 

•  州の認可により法人格を取得する。認可があった場合

に、州の公報により公示 

 寄附行為・理事会が存在すること、合法的な目的が定め

られていること、財産から得られる収益によって目的事業

が継続的に行いうること等が要件 

 財産の最低金額は、財団の目的を継続的に達成するに必

要な額であり、通常、約５万ユーロ 

 寄附行為の内容の詳細を定めた根本規則を定めること

も要求される 

 共益目的の財団の設立も問題ない（家族財団を設立し、

財産を子孫に残すことは可能） 

 

○公益性認定 • 

• 

• 

•  専門性の原則を遵守すること。（財団の目的が明確に定

められ、公益性の評価が可能であること） 

 当初の基金により財政の均衡が途切れなく保証される

こと（基金が事業の安定的・継続的活動を保証するに十

分な収入を生み出す可能性を有すること。） 

 財団の規約がコンセイユ・デタによって承認された雛

形に適合すること。 

 

 

  営利・非営利についての特段の規定はないが、公の財団

か否かの規定あり（バイエルン州財団法第１条第３項） 

 

○管理 • 

• 

• 

• 
• 

• 

•  業務運営は運営委員会（理事会）により管理される。（運

営委員会の構成員一覧は、公益性承認申請に当たって提

出） 

 財団の資産運用は幅広く認められている。（寄付財産の

投資運用、資金運用のため不動産を取得し賃貸すること

も可能） 

 財団の管理は理事会（出資した企業の代表者、外部の

専門家（学識経験者）、出資企業の従業員の代表で構成）

により行われる。 

 資金は定款に規定した企業からしか受けられない。 

 寄付・贈与を受けることはできず、公共の募金を募る

こともできない。 

（上記２つのポツに違反することは許可取消しの要件とな

る） 

 規約で財団の存続期間を限定することとされて

 

 理事会以外にいかなる機関を設けるかは寄附行為にゆ

だねられている。 

 

○行政上の監督 • •  コンセイユ・デタ内務局の通達により行政側は、財団の

活動に関する一切の情報、書類の提出・確認を要求するこ

とができる。 

 財団は毎年度、経理諸表・事業報告書を県庁に は公の財団のみに該当） 

州には財団の業務状況について一般的な監督権、立入調

権がある（実際の執行は県）。 

財団が重大な目的違反の事業を行った場合、業務執行者

職務から外すことも可能。 

所管官庁は、業務代表者が財団に経済的被害を与えた場

、損害賠償請求権を財団に代位して行使することが可

。 

基本財産が減少している場合、積み立てを命ずることが
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いる。

•
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• 
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＜認可
• 
できる。 

 財団は事業報告書、資産現存証明を提出する義務があ

る。 
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   •  大規模法人等について公認会計士等の監査を要求でき

る。 

 

○解散時の残余財産の帰属 （残余財産の譲与） 

•  残余財産は事前に運営委員会において指定した同種又

は類似の組織に譲与される。 

 

（残余財産の処分） 

•  解散する財団と同種の事業を営む公的施設・公益性の

認定された施設にその財産を帰属させることとなる。 

（残余財産の帰属） 

•  寄附行為によって定めた人に帰属する。定めがない場合

には、州に帰属する。 

○税制 • 

• 

• 

• 

• 

 税制上の恩典を与えるかどうかは、経済・財政・産業

省が、団体の活動内容を基に判断を行う。 

 非営利団体が営利企業と競合状態にあるとされても、

①提供している製品、②対象者層、③価格、④広告活動

に関し、企業と同様の状態になれば、商業税（法人税、

職業税、付加価値税）は免除される。 

 

（確認中）  租税通則で公益性が認定された法人について優遇税制

が認められる。 

税務当局による公益性のチェックは３年ごとに行われる

（大規模法人は１年ごと） 

公益性に問題があれば、税を遡及して支払わなければなら

ない（遡及期間１０年まで） 

○ディスクロージャー （確認中）  • （確認中）  州の認可があった場合は、州公報に、名称、所在地、目

的、代表者等一定の事項を公示。また、州は当該事項を記

載した財団名簿を作成、一般に供覧。 

 

 


